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 事業プロモーターユニットについては、原則、（非常勤）雇用契約等によってユニットメ

ンバーを組織することを想定しております。しかし、やむを得ない事情等により、謝金に

より事業プロモーターメンバーを組織する場合は、その理由を記載していただく必要がご

ざいます。この場合、様式３「事業プロモーター（個人）の略歴・実績等」の最後の「補

足事項」に具体的な理由を記載するとともに、以下の考え方に沿って様式を作成してくだ

さい。（なお、補助の基準については、人件費補助の考え方を準用します。） 
 
○様式１「事業概要」の「事業プロモーターユニット」の記載欄 

 

 
「国からの人件費の補助」 
・ 謝金による事業プロモーターについては、「無」を選択してください。 
「エフォート率（％）」 
・ 謝金による場合でも、エフォート率は必ず記載してください。 
 
○様式３「事業プロモーター（個人）の略歴・実績等」 



 
「実施機関の規則に基づく本人の年間給与総額（万）」 
・ 所属先の規則に基づく年間給与総額を記載してください。 
「補足事項」 
・ 人件費と同様の考え方のもと、補助が必要な理由とあわせて、なぜ謝金でなければ対応

できないのか、理由を記載してください。 
「国からの人件費の希望補助率（％）」 
・ 通常の人件費と同様の考え方のもと、50％を上限として、「年間給与総額」に「エフォ

ート率」を乗じた額に対する補助率を記載してください。 
 
○様式７「事業計画・資金計画」 

 
 
「諸謝金」 
・ 必ず諸謝金の欄に、謝金による事業プロモーターユニットのメンバーの名前と謝金額及

びその積算を記載してください。 
・ 事業プロモーターユニットのメンバーに対する謝金とそれ以外の謝金が明確に分かる

ように記載してください。 
 
 


